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研究成果の概要（和文）：　女性のキャリアというと、高度な専門職で働く女性や管理職へと昇進する女性に焦
点があてられがちである。しかし本研究では、それ以外の多くの雇用されて働く女性に注目し、同一企業・同一
産業で働く一般職の女性の生活全般の満足度や、キャリア形成に地域差があるのかを明らかにする研究を行っ
た。
　その結果、女性の就業率が高い地域では、そうでない地域と比較して女性の職業キャリアの形成について特徴
があることを明らかにした。一方で、就業率の低い地域であっても女性が持っているジェンダー意識は高く、仕
事や生活全般の満足度をあげるためにも、企業内の人間関係が良好、ジェンダー格差を解消する必要が必須であ
ることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In Japan,the 3-year-old child mythology entails that a mother should focus 
on caring for her child during its first three years of life.This is one reason that many mothers 
stop working or reduce their employment to short-term status. However, there is regional variation 
in the employment rate for women when compared with the national average. This study's survey 
suggests that it is necessary to build a social system that enables women working in areas with low 
employment rates to gain more happiness and satisfaction in their work.  
This study’s results indicate that workplace satisfaction can be increased for women through 
environments that enable gender equality, equal opportunity, and good human relations. In other 
words, even in companies in which women maintained their employment status, respondents indicated 
that equal treatment between men and women in the workplace was a necessary incentive for them to 
work and lead happy lives.

研究分野：ジェンダー問題研究

キーワード： ジェンダー　女性の就業　地域差　生活全般の満足度　職業観

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　女性の就業率には地域があり、都道府県別のデータからは女性の固定的な性別役割分業意識が低い地域ほど就
業率が高いといった相関が指摘されている。本研究では、就業率の異なる２地域で調査を実施した。その結果、
女性の就業率の低い地域で働く女性からは、企業内のジェンダー格差や地域における専業主婦を当たり前とする
社会の在り方への不満が明らかにされた。一方で就業率の高い地域では、女性が働くことと家事育児との二重負
担に苦悩している様子が明らかになった。
　これらの結果から、女性が就業することで生活満足を得るために、ジェンダー平等社会の構築へ地域ごとの課
題を明らかにし、解消することの必要性を訴えることが出来た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 ２０１５（平成２７）年 8月２７日に、働く女性の活躍を後押しする法律として、「女性活躍
推進法（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律）」が、１０年間の時限立法として成
立した。女性活躍推進法に基づき、国・地方公共団体、３０１人以上の大企業は、１）自社の女
性の活躍に関する状況把握・課題分析、２）その課題を解決するのにふさわしい数値目標と取組
を盛り込んだ行動計画の策定・届出・周知・公表、３）自社の女性の活躍に関する情報の公表を
行うことが義務付けられたのである。 
 女性の職場におけるジェンダー問題は根強く、たとえ正社員として企業に勤めていても、学歴
等の属性をそろえても男性よりも昇進スピードが遅いことなど（山口一男,２０１３）が指摘さ
れている。上記の法律の制定により、現時点で企業に就業している就業者にとっては、企業内の
女性雇用の現状が「見える化」され、一定の改善は期待されるだろう。 
しかし一方では、女性の非労働力人口のうち、潜在的な労働力人口が一定割合いること（総務
省「労働力調査（詳細集計）」）や、第一子出産後に労働市場から退出する割合がおよそ５割であ
ること（国立社会保障・人口問題研究所「第１５回出生動向基本調査（夫婦調査）」）も政府の調
査から明らかになっている。このように、未だに就業すること、転職しながらも働き続けること
が困難な現状を鑑みると、労働力人口減少社会において女性の活躍を期待するのであれば、女性
の職業キャリアの形成についてどのような取り組みが必要なのか、再検討する必要があると言
えよう。 
 
２．研究の目的 
（１）わが国の「女性の職業キャリア研究」は、１）家庭生活と職業生活とを関連させたライフ
コース分析（初職就業継続型・転職型・再就職型・専業主婦型・DINKSなど）、もしくは２）総
合職を中心とした管理職昇進などに焦点をあてた企業内キャリアに関する研究が主流である。 
しかし女性雇用者のなかで大多数を占めているにも関わらず、研究対象としては取り残され
ている一般職を中心とする女性雇用者の「企業内キャリアの形成」に焦点をあてている先行研究
はみあたらない。そこで本研究では、１）女性が就業することで個人および世帯の経済的自立が
どのように可能にありうるのかについて、政府統計より分析を行い、２）企業内の一般職女性が
長期勤続化にともない、どのようなキャリア形成の実態があるのか、女性の活用に先駆的な企業
への聞取り調査によりその可能性や課題を明らかにすることを、本研究の目的とした。 
（２）全国平均と比較した場合、女性の雇用率には地域差がある。例えば、「国勢調査（２０１
５）」によると、女性の労働力率は福井県が５３．９％と最も高く、奈良県は４４．１％と最も
低く、両県には９．８ポイントの差がある。２５〜４４歳の子育て世代に限定すると、島根県（８
５．３％）、山形県（８４．９％）、福井県（８４．６％）で労働力率が高く、奈良県（７１．１％）、
神奈川県（７１．６％）、兵庫県（７１．９％）で労働力率が最も低かった。 
そこで本研究では、男女雇用機会均等法や、育児・介護休業法、男女共同参画社会基本法など
全国一斉に公布された法制度があったとしても、女性の就業の有無（就業率など）に都道府県別
の差異が生じている現状から、地域を限定し女性の職業キャリアの形成に関する現状と課題に
ついて明らかにすることとした。 
 
３．研究の方法 
（１）政府統計分析 
 女性の就業状況について、均等法成立時の１９８５年以降について、「国勢調査」「就業構造基
本調査」（総務庁統計局）から、女性の職業選択についての偏りや、学歴による就業率の差異・
変容について時系列データにより分析を行った。また、妻の就業による家計への寄与について、
総務省「家計調査」から勤労世帯の妻の就業状態と世帯の所得に関する分析を実施した（配偶者
の妻が女性だと記載があるのは２０００年以降のためここでは時系列での分析期間が限定され
ている）。これらの分析結果は、「５.主な発表論文等」に掲載している。 
 
（２）地域および調査先企業の選定 
 「国勢調査」「就業構造基本調査」（総務庁統計局）より、都道府県別の女性の就業率から、福
井県（女性の雇用率が最も高い）と奈良県（最も低い率）の県を選定した。 
 地域が決まったことで、次にはそれぞれの地域に事業所がある同一企業で調査を実施するた
め、候補となる事業所の選定を行った。その際、産業別労働組合への聞き取りなどを実施した。
こうした選定作業を進めた結果、情報通信業で福井県と奈良県に事業所があるＡ社と、奈良県に
店舗を構える流通業Ｂ社、福井県に店舗を構える流通業Ｃ社が候補となり、それぞれの企業の労
働組合に調査の趣旨の説明や調査実施依頼を行った。 
 
（３）アンケート調査の概要 
「女性のキャリア形成に関する調査」のアンケート調査の実施は、調査依頼を行った企業の労
働組合に、アンケート調査に関する資料（アンケート調査依頼文、アンケート調査票、アンケー
ト回収用封筒を一つにしたもの）を郵送で送付し、各労働組合のやり方で組合員へ配布および回
収を依頼した。調査実施期間は、２０１８年４～１０月にかけてである。有効回答は６６４通で
あった。その後集計の結果、１事業所のみ６０歳以上の回答があったため、事業所ごとの年齢階



級のばらつきを解消するため、調査時点で５９歳（ｎ=６０１）までの回答者に限定して分析す
る。なお年齢については２０１８年４月現在とした。 
 アンケート調査は、「フェイスシート（Ｆ１～Ｆ７）」、「現職について（Ｑ１～Ｑ８）」、「男女
共同参画に関する意識について（Ｑ９～Ｑ１４）」、「女性が経済的に自立することについて（自
由表記１、２）」の 4項目を設定した。なお、全国の傾向と比較するため、男女共同参画に関す
る意識調査では、内閣府『平成２８年度男女共同参画社会に関する世論調査』から、同調査の質
問項目・選択肢の一部分を抜粋し利用した。 
 
４．研究成果 
(１)調査対象者属性 
 調査対象者の平均年齢は４５．４歳であったが、福井の女性層が４１．５歳と平均年齢が若い。
婚姻状態（Ｆ３）では、男性の方がより既婚率が高く、女性では死別・離婚率が男性より高かっ
た。２０１７年「人口動態調査」の４７都道府県別の離婚率では、人口１，０００人に対して、
全国平均が１．７０％、福井１．４１％、奈良１．５４％であった。なお、福井の女性は未婚率
が奈良の女性よりも高いが、平均年齢が高いことが影響している可能性がある。 
 既婚者における配偶者の就業状態（Ｆ３－ｓｑ）では、女性のパートナーは正規の職員が６～
７割であるが、男性のパートナーはパート・アルバイトが３～４割、専業主婦が２～３割を占め
ている。未婚者以外での子どもの人数（Ｆ４）は、２人が４～５割と最も多かった。 
 対象者の最終学歴（Ｆ５）は、福井の女性、男性、奈良の男性では高卒が、奈良の女性は短大
が最も割合が高い。出身地（Ｆ６）は、福井では同じ市町村が 6割程度であったが、奈良では４
割とやや低くなっている。 
 
(２)職業について 
 現職の雇用形態（呼称）（Ｑ１）は、正社員比率が女性は４割、福井の男性９割、奈良の男性
は７割と性別で差がある。初職から現在までの職業キャリア（Ｑ７）では、男性が新規学卒時か
ら正社員で転職経験なしのグループが 5割なのに対して、女性は福井で６割、奈良で５割の方が
初職を退職し、再就職により現在の職業に就いていることが分かる。 
 １０年後のキャリアイメージ（Ｑ８)について「理想」と「現実」について、１０年後に年金
開始前の年齢層に限定して集計を行った。その結果、「理想」と「現実」とで、割合が変化して
いるのは、現在の職務が拡大し、それに伴った手当てが着くような働き方を理想とするグループ
が男女ともに２～３割いるが、「現実」では現在の職務のまま、現在の職務は拡大するが手当て
がつかないといった想定のグループが増えている。また男性においては、部署異動についても、
理想では定期昇給以上の賃上げを選択しているが、現実では、定期昇給のみになっているだろう
と想像する層が増えている。 
 
(３)満足度について 
Ｆ７の「仕事全般」「生活全般」「社会活動等」の満足度について、図表１に示すように、地域、
および性別により平均値に差がみられた。これらの得点の差に統計的な意味があるものかを検
討するために、一元配置分散分析を行った。その結果、「地域別×性別」の４群で平均の差に統
計的に有意であったのは、「仕事全般」（F（3,581）=7.274、p<0.0001）であった。 
また多重比較を行ったところ、奈良の女性の「仕事全般」の満足度（3.19）が、福井の女性
（3.72）、福井の男性（3.76）、奈良の男性（3.75）との間に統計的に有意な差があることが分か
った。 
 
(４)職業観について 
職業観に関する尺度の作成 Q５では現在の仕事の職業観を分析するため、職業観尺度を作成、分
析を行った。ここでは職業に関する価値観を、「職業をもつことに対する個人の見解、考え方、
価値観、認識、印象、期待の総体である」と定義する。職業についての価値観を検討した際、そ
こには「手段的に職業をとらえる観点と、目的的に職業をとらえる観点の 2つに整理されると考
えられる。筆者が尺度の信頼性の検討に関わった先行研究（加藤ら,２０１１）での２４項目の
尺度を利用し、この２つの観点から下位尺度を構成することとした（各尺度の詳細は引用文献を
参照のこと）。 
回答は、「1.全くあてはまらない」～「5.かなりあてはまる」の 5件法とした。 
職業観尺度の分析 先行研究を参考に作成した２４項目について主成分分析を行った。その結
果、22 項目 で行った主成分分析の結果、固有値の減衰状況（6.605、2.411、1.629、1.226、1.146、
0.995、0.890･･･）と因子の解釈可能性から、５因子を抽出した。 
 第一因子には、「性別に関わりなく活躍できる職場で働いている（手段的職業観：女性の働き
やすさ）」「性別による差別がない仕事をしている（手段的職業観：女性の働きやすさ）」といっ
た職場での男女平等に関する３項目と、「雇用が安定している大きな組織で働いている（手段的
職業観：経済的安定）」「経済的な安定のために働いている（手段的職業観：経済的安定）」とい
った経済的安定に関する５項目が含まれていた。そこでこれらを総称して、“雇用の安定・平等”
と命名した。 
 第二因子には、「人々とのつながりを実感するような仕事をしている（目的的職業観：人間関



係）」「仕事上で人とのつながりを実感している（目的的職業観：人間関係）」といった人間関係
に関する４項目のみが因子としてまとまった。したがって“人間関係”と命名した。 
 第三因子には、「仕事を通して社会へ貢献している（目的的職業観：自己実現）」「社会のため
になる仕事をしている（目的的職業観：自己実現）」といった、社会貢献することによる自己実
現に関する 5項目のみが因子としてまとまった。したがって、“社会貢献・自己実現”と命名し
た。 
 第四因子には、「辛い仕事はなるべく避けている（否定的職業観）」「報われない仕事はしない
ようにしている（否定的職業観）」といった否定的職業観に関する３項目のみでまとまった。し
たがってこれらを“限定的な仕事役割”と命名した。 
 第五因子には、「プライベートに支障がでない働き方をしている（手段的職業観：女性の働き
やすさ）」「家族や友人と一緒に過ごせる時間が多くとれる働き方をしている（手段的職業観：女
性の働きやすさ）」という、ワーク・ライフ・バランスに重きをおく２項目によってまとまった。
そこでこれらを“プライベート重視”と命名した。なおいずれの因子も、尺度の信頼性分析にお
いて項目を削除した時より Cronbach のαが高いことから、項目の妥当性を確認している。 
職業観は、地域別および性別で差があるのか 地域別および性別の４区分において、職業観の得点
の差に統計的な意味があるものかを検討するために、一元配置分散分析を行った。その結果、５
つの職業観すべてにおいて４群間に統計的に有意な差がみられた。それぞれの結果は、「雇用の
安定・平等」（F（3,561）＝14.517，p<0.001）、「人間関係」（F（3,568）＝3.870，p<0.01）、「社
会貢献・自己実現」（F（3,568）＝7.718，p<0.001）、「限定的な仕事役割」（F（3,569）＝3.131，
p<0.005）、「プライベート重視」（F（3,572）＝7.215，p<0.001）である。 
 
(５)男女共同参画社会や性別役割分業意識について 
男女の地位について ７領域について、男女の地位の程度について３段階に分けたものをみてい
くと、相対的に男性において「平等」だと感じている人の割合が高いことが分かる。また同じ地
域の女性と比較すると、特に奈良の男性と女性との「平等」の選択肢の割合の差が目立っている。 
例えば、「(1)家庭生活」では、奈良の男性は５５．８％が「平等」だと感じているが、女性は３
１．０％に留まっている。また、「(2)職場」においては、同じ職場に勤務しているにもかかわら
ず、男性は 54.4％が「平等」だと感じている一方で、女性は２９．１％しか「平等」だと答えて
おらず、むしろ５７．０％の女性が「男性が優遇」を選択している。 
性別役割分業意識について 性別役割分業意識（Ｑ１１）のうち、女性が職業を持つことについ
ての質問では、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」を、福井の女性が６６．２％、
奈良の女性が６０．８％と女性では 6 割以上、福井の男性が５２．０％、奈良の男性が５１．
５％と男性は５割以上が支持している。 
一方、「夫は外で働き、妻は家庭をまもるべきである」という考え方に関しては、「賛成」「ど
ちらかといえば賛成」の割合は、福井の女性が２６．７％、福井の男性が２６．５％、奈良の女
性が２０．９％、奈良の男性が３３．９％と、２～３割の層の支持があった。その理由（Ｑ１２
ｓｑａ）としては、福井の男女、奈良の女性からは「家事などと両立しながら妻が働くのは大変」
が 6～7 割、次いで「妻が家庭を守った方が子どもの成長などに良い」が５～７割程度選ばれて
いる。奈良の男性は、福井県の男性では支持が高かった、「家事などと両立しながら妻が働くの
は大変」は３８．６％と低く、最も選ばれたのは「妻が家庭を守った方が子どもの成長などに良
い」（６５．７％）であった。 
 「夫は外で働き、妻は家庭をまもるべきである」という考え方に関して、「どちらかといえば
反対」「反対」の割合は、5～6割程度である。その理由（Ｑ１２ｓｑｂ）としては、「固定的な夫
と妻の役割を押しつけるべきではない」や「夫も妻も働いた方が、多くの収入を得られる」が選
ばれている。地域と性別とで特徴があったのは、福井の女性で「自分の両親も働いていたから」
が３３．０％と、奈良の女性が５．９％であるのと比べると選ばれている割合は高い。 
 
（６）女性雇用者：福井県と奈良県との比較 
就業率の最も高い地域である福井県と最も低い地域である奈良県において、現在雇用されて
働いている女性たちの「職業観」や「ジェンダー意識」、「性別役割分業意識」にはどのような共
通点、もしくは相違があったのか。 
満足度 Ｆ７で質問している、「仕事全般」「生活全般」「社会活動等」の現在の満足度では、福
井の女性は奈良の女性より３領域とも平均値が高かった。そこで、これらの平均の差が有意な差
であるかどうかＴ検定を行った結果、「仕事全般」（t=3.532、df=287、p<0.01）、「生活全般」（t=1.999、
df=282、p<0.05）において、統計的に有意な差があることが示された。一方、「社会活動等」に
ついては、有意な差は出なかった。 
職業観 ５つの職業観において、すべての尺度において福井の女性の値が奈良の女性の値を上
回っている。そこで、両地域の女性間の値に、統計的な有意差があるのかどうか、Ｔ検定を行っ
た。その結果、「雇用の安定・平等」（t=2.634、df=280、p<0.01）、「人間関係」（t=2.854、df=285、
p<0.01）において、有意な差があることが分かった。一方、「限定的な仕事役割」、「プライベー
ト重視」での有意差はなかった。 
性別役割分業意識 続いて、性別役割意識について、Ｑ１１、Ｑ１２の結果を比較する。Ｑ１１
の結果が示すように、就業率が低い奈良においても、福井県の女性と同様に、６割の女性は、「子



どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」を支持していることが分かる。Ｑ１２の「夫は
外で働き、妻は家庭を守るべき」においては、奈良の女性で無回答者の割合が高いが、性別役割
分業に「どちらかといえば反対」「反対」との回答者の割合が、福井で６５．４％であるのに対
して、奈良においても６３．９％と、ほぼ同等の支持層がいることが分かる。 
社会での男女の地位 男女の地位が平等かどうかの質問（Ｑ９）に対しては、両県とも「家庭生
活」「政治」「法律や制度」「社会通念・慣習・しきたり」「自治会や PTA 等」の５領域において、
「平等」もしくは「男性が優位」を選んだ割合に差はなかった。一方、選択肢の割合に差が出た
のは、「職場」と「学校教育」であった。「職場」での男女の地位については、福井の女性は４１．
７％が「平等」だと感じているが、奈良の女性では２９．１％に留まっている。また「学校教育」
についても福井の女性は「平等」が７３．４％であったが、奈良の女性は６２．７％であった。 
 ２つの地域で働く女性たちについて、満足度、職業観、性別役割分業意識等を比較すると、女
性の就業率の差は大きいものの、共通する部分と相違がみえてきた。 
 
（７）政策提言 
本研究では、就業率の低い地域で働く女性が、仕事でより多くの幸せと満足を得ることを可能
にする社会システムを構築することが必要であることを示唆した。これまで日本で女性の雇用
を継続するための方策としては、育児と介護を仕事とバランスさせることに焦点が当てられて
きた（ＷＬＢ政策）。しかし、この調査の結果は、男女平等、機会均等、および良好な人間関係
を可能にする環境を通じて、女性の職場満足度を高めることができることを示している。 
言い換えるならば、女性の就業継続が可能な企業であっても、職場で男性と女性を平等に扱う
ことこそが、彼らが働き、幸せな生活を送るための必要なインセンティブであると明らかにした
のである。 
したがって、性別、雇用形態、および労働時間に違いがあっても、女性の満足度を高めながら
働く意欲を高めるような種類の労働規則を考慮する必要がある。ここで、労働組合の役割は、職
場の規則を作るという主題が注目を集めるにつれて、ますます重要になるであろう。政府は、女
性の雇用率を抑制する税制を廃止するための努力を払うべきである。また、地域ごとに最低賃金
を引き上げることや、配偶者控除といった就労を制限するような施策を再考する必要がある。こ
の調査の調査は 2県に限られている。しかし、それは働く女性の間で幸せを促進するためにより
良い社会システムを構築する必要性を明らかにしたといえよう。 
 
（８）残された課題 
 本調査の分析結果の一部は、ＡＲＡＨＥ２０１９国際学会（浙江省杭州市）においてポスター
発表を行った。学会では上記の女性間の比較を中心にまとめたが、同じ職場で働く男性との比較、
また世代間による違いについての分析が残されている。 
 こうした視点を入れて、今後はさらに調査内容を精査し、分析をすすめ研究成果を書籍にまと
める予定である。 
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